
 

令和５年度第２回神奈川県感染症対策協議会 次第 

 
日時 令和５年７月27日（木） 

19時30分～21時30分 

会場 県庁西庁舎６階 災害対策本部室  

  （原則ZOOM出席とする）      

                  

 

 

１ 報告事項 

 

  新型コロナウイルス感染症の流行状況等について 

 

 

２ 議題 

 

感染症予防計画の改定について 

 

 

３ その他 

  

 

 

＜資料＞  

 

資料１ 新型コロナウイルス感染症の流行状況等について 

  資料２ 感染症予防計画の改定について 

  



　

NO 区分 氏名 所属団体・機関及び職名 備考

1 森　雅亮
東京医科歯科大学 大学院医歯学総合研究科 生涯免疫難病学講座/聖
マリアンナ医科大学 リウマチ・膠原病・アレルギー内科  教授

会長

2 小倉　髙志 神奈川県立循環器呼吸器病センター　所長 副会長

3 笹生　正人 公益社団法人神奈川県医師会　理事

4 小松　幹一郎 公益社団法人神奈川県病院協会　副会長

5 吉村　幸浩 横浜市立市民病院感染症内科長

6 武田　翔 神奈川県議会厚生常任委員会　委員長 新規就任

7 山岸　拓也
国立感染症研究所薬剤耐性研究センター第四室室長／実地疫学研究セ
ンター

8 岩澤　聡子 防衛医科大学校医学教育部衛生学公衆衛生学講座　講師

9 境　真理子 株式会社テレビ神奈川総務局長兼経営戦略室長代理 新規就任

10 山田　佳乃 神奈川県医療危機対策本部室長 新規就任

11 赤松　智子 横浜市医療局健康安全部健康危機管理担当部長

12 川島　伸一 川崎市健康福祉局保健医療政策部長

13 三森　倫 相模原市保健所長

14 土田　賢一 横須賀市保健所長

15 阿南　弥生子 藤沢市保健所長

16 濵　卓至 茅ヶ崎市保健所長
代理出席
副所長

前田　典康

17 廣末　治
神奈川県都市衛生行政協議会代表
逗子市福祉部次長兼国保健康課長

18 小宮　好徳
神奈川県町村保健衛生連絡協議会代表
開成町子育て健康課参事兼課長

欠席

19 冨澤　一郎 横浜検疫所長
代理出席

検疫衛生課長
梅田　恭子

20 古屋　明弘 横浜市消防局救急部長

21 遠藤　則子 公益社団法人神奈川県歯科医師会　副会長

22 長場　直子 公益社団法人神奈川県看護協会　専務理事

23 橋本　真也 公益社団法人神奈川県薬剤師会　副会長

24 加藤　馨 一般社団法人神奈川県高齢者福祉施設協議会　会長

25 吉川　伸治 地方独立行政法人神奈川県立病院機構　理事長

26 多屋　馨子 県衛生研究所　所長

27 大久保 久美子 県福祉保健福祉事務所長会代表　鎌倉保健福祉事務所長

28 岡部　信彦 川崎市健康安全研究所所長

                              神奈川県感染症対策協議会　委員等名簿
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○神奈川県

NO 職名 備考

1 医療危機対策統括官兼理事

2 医療危機対策統括官兼政策局顧問

3 医療危機対策本部室長 再掲

4 感染症対策担当部長

5 医療危機対策調整担当課長

6 感染症対策連携担当課長

7 感染症対策企画担当課長

氏名

阿南　英明

畑中　洋亮

山田　佳乃

多田　由加里

城田　正樹

中山　克仁

山崎　元靖



新型コロナウイルス感染症の
流行状況等について

神奈川県健康医療局医療危機対策本部室

2023年７月27日 v1.0
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流行トレンド

1
神奈川県新型コロナウイルス感染症対策ポータル

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ga4/covid19/index.html#occurrence0

定点報告の考え方
増加、横ばい、減少などの傾向の判断
実患者数の推定には使えない
（以前の波との安易な比較はすべきでない）



SARS-CoV-2ゲノムサーベイランス
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2023.7.7 厚労省ADB資料



SARS-CoV-2ゲノムサーベイランス（神奈川県）

3

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

4月 5月 6月 7月

2023年

XBB

BQ.1.1

BQ.1

BF.7

BA.5

BA.2.75

BA.2.3.20

BA.2

B.1.1.529

その他

BQ.1.1

XBB
39.56%

9.18%

6.01%

9.81%

13.29%

18.04%

XBB
74.63%

3.17%

4.63%

9.27%

XBB
88.99%

8.15%

XBB
92.21%

3.90%
2.60%

BQ.1

BF.7

BA.5

BA.2.75

BQ.1.1

BF.7
1.95%BQ.1

BA.2.75
BA.2.75

BA.5

上位の割合

①XBB.1.5
17.09%

②XBB.1.9.1

10.76%

③XBB.1
2.53%
XBB.1.9
2.53%

上位の割合

①XBB.1.5
27.07%

②XBB.1.9.1

26.10%

③XBB.1.9
6.10%

BA.2.75

上位の割合

①XBB.1.9.1
14.76%

②XBB.1.16

13.00%

③XBB.1.5
9.69%

上位の割合

①XBB.1.16
20.78%

②FL.4

7.79%

③EG.5.1
6.49%

BA.5

2023年4月1日～7月12日時点（結果判明日）

5.37%

2023年7月26日作成



コロナ入院者数の推移（重症度別）

202３年７月26日現在

＊5月9日以降は、G-MISの値を反映
し中等症Ⅰ（酸素投与なし）は軽症
にカウントされています。
また集計については、毎週水曜日時
点の値を載せています。

７波ピーク

8/9  2,064人
うち重症 75人
うち中等症 1,580人
うち軽症 409人

８波ピーク

１２/2７ １,８７３人
うち重症 4７人
うち中等症 １,４７０人
うち軽症 3５６人

最新

7/26 896人
うち重症 19人
うち中等症 229人
うち軽症 648人
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死亡率と高齢化率各国と本邦の比較
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新型コロナウイルス死者数と高齢化率【世界・国別】
札幌医科大学医学部附属フロンティア医学研究所ゲノム医科学部門

https://web.sapmed.ac.jp/canmol/coronavirus/bubble.html を加工

https://web.sapmed.ac.jp/canmol/coronavirus/bubble.html


感染症予防計画の改定について

神奈川県 医療危機対策本部室

2023年7月27日 ver.1.1

0

資料２



感染症予防計画の概要について

計画の性格

感染症法第10条により、感染症の予防のための施策の実施に関し、同法第９条で厚生労働大臣が定める「感染
症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針」に即して、都道府県等が定める計画。

（参考）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律(平成十年法律第百十四号)

(予防計画）
第十条 都道府県は、基本指針に即して、感染症の予防のための施策の実施に関する計画（以下この条及び次条第二項

において「予防計画」という。）を定めなければならない。
２ 予防計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一 地域の実情に即した感染症の発生の予防及びまん延の防止のための施策に関する事項
二 地域における感染症に係る医療を提供する体制の確保に関する事項
三 緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止並びに医療の提供のための施策（国との連携
及び地方公共団体相互間の連絡体制の確保を含む。）に関する事項

３ 予防計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、感染症に関する研究の推進、人材の養成及び知識の普及につ
いて定めるよう努めるものとする。

当初策定

平成11年10月

直近改定

平成29年３月（概ね５年に１回改定）

1



予防計画の位置づけ

2

【感染症法第９条第１項】
厚生労働省は基本指針を定めな
ければならない。

【基本指針】
感染症の予防の推進の基本的な方向 ほか

国

【予防計画】
感染症発生予防・まん延防止施策 ほか

都道府県

【予防計画】
感染症発生予防・まん延防止施策 ほか

保健所設置市区

【感染症法第10条第１項】
都道府県は基本指針に即して予防
計画を定めなければならない。

【感染症法第10条第14項】
保健所設置市区は基本指針及び
当該保健所設置市等の区域を管
轄する都道府県が定める予防計画
に即して予防計画を定めなければな
らない。

【医療法第30条の４第１
項】
都道府県は基本指針に即し
て、かつ地域の実情に応じて
医療計画を定める

【指針】

【都道府県医療計画】

国

都道府県

【特措法第７条第１項】
都道府県知事は政府行動計
画に基づき、都道府県行動
計画を作成

【都道府県新型インフルエンザ等対策行動計画】

【特措法第８条第１項】
市町村長は都道府県行動計
画に基づき、市町村行動計
画を作成

【市町村新型インフルエンザ等対策行動計画】

都道府県

市町村

【地域保健法第21－23、26－
27条】
人材確保/検査体制整備

即して作成

整合整合整合



感染症予防計画の改定について

改定のポイント

〇医療提供体制、検査体制及び宿泊療養体制等に関する数値目標の設定

〇上記数値目標を担保するための、関係医療機関等との協定締結
(令和６年９月完了目途)

〇保健所設置市においても、感染症予防計画を策定(令和６年４月施行)

〇都道府県連携協議会の設置(当県は感染症対策協議会で対応・設置済み)
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県の今までの取組と予防計画との関係について
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発生
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第１波
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病床

宿泊

１,７９０床 ２,０００床 ２,４４０床 ２,２００床

７施設 ９施設 ８施設

外来

１１施設 １３施設３施設

検査 ７,４００件/日 ７７,０００件/日 ７７,０００件/日 ７９,０００件/日 ７８,０００件/日１,４００件

第８波
R4.12～

第２波
R2.7～

１,５００機関 １,６５０機関 １,７００機関 ２,０００機関 ２,２００機関

(１９３９床) １,５５５床



（参考）医療提供体制に係る国の数値目標の考え方等について
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１ 流行初期（３ヶ月まで）

○ 新興感染症発生の公表後、流行初期の３ヶ月までの間は、新型コロナ発生の公表後約１年後（最初の冬に相当する波が発生）
の入院・外来の患者数の規模に、前倒しで対応できるよう、体制を確保することを目指す。

２ 流行初期以降（３ヶ月後から６ヶ月まで）

① 流行初期の３ヶ月経過後には、流行初期対応を行っていない公的医療機関等（対応可能な民間医療機関を含む。）も加えて、体制を
確保することを目指す。

② その後、６ヵ月までに、新型コロナ対応で約３年かけて確保した最大値（R4.12）の体制について、これまで対応を行ってきた全ての医療機関
を念頭に、できる限り速やかに確保することを目指す。

(厚生労働省 予防計画作成のための手引き（抜粋）)



県の計画策定に際しての基本スタンス（案）

〇 新型コロナ対応に係る県と保健所設置市の経験を踏まえて計画を策定する

〇 保健所設置市の予防計画と県の予防計画との整合を図る

〇 国基本指針を踏まえる一方で、新型コロナの経験を踏まえた適切な数値
目標の設定を検討する

〇 数値目標の設定に当たり、新型コロナと同様に、新興感染症の発生に伴い
特措法が適用され、感染症の予防及びまん延の防止に関する各種措置が行
われることを念頭に検討する

〇 数値目標を担保する関係医療機関等との協定締結は、令和６年３月まで
に行う

6



計画における県と設置市の取組

7

医療提供体制
（医療機関(病院･診療所)、
保険薬局、訪問看護事業所））

検査体制
（地衛研、医療機関(病院・
診療所、民間検査会社）

宿泊施設体制
（公的宿泊施設、
民間宿泊施設）

保健所体制
（域内保健所）

予防及びまん延
防止施策

基本的な方向
（連携協設置等）

移送体制

外出自粛対象者
療養環境整備

人材育成

緊急時事項

総合調整事項

協定締結機関・事業者

神奈川県連携協議会

県医師会

県病院協会

県薬剤師会

県看護協会

学識経験者等

衛生研究所

市町村

検疫所

県歯科医師会

県高齢者福祉施設
協議会

メディア

消防本部

保健所設置市（任意事項含む）

県計画主体（県・市）

※結核等、特定の感染症に関する既存項目も継続して規定



感染症予防計画における数値目標について

厚労省の方針

 対応する感染症は、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及び新感染症を基本とし、これまでの
教訓を生かすことができる新型コロナウイルス感染症への対応を念頭に取り組む。

 流行の段階に分けて、病床数や検査数等について目標値を設定。

 目標値の裏付けとして、原則として関係機関[医療機関(病床・外来等)、宿泊施設、検査機関等]と数値

入りの協定を締結する。

厚労省の方針及び事前調査結果を踏まえ、感染症対策協議会において目標数値を協議

6/23厚労省説明会

○ 数値目標の設定・協定締結に向けた事前調査は既定事項 ○ 調査結果は全て国で集約予定

8

県の対応



事前調査について

目的

〇感染症予防計画に記載する医療提供体制等の数値目標の基礎となる数値の把握

〇感染症法に基づく医療措置協定に係る医療機関との円滑な協議・締結作業の準備

→新型コロナ対応を念頭に置いた医療提供体制をどれくらいの機関が構築する意向があるかを把握

対象
神奈川県内の病院・診療所（外来対応医療機関）、保険薬局及び訪問看護事業所

※宿泊施設や検査会社は別途直接調整予定のため調査対象外

方法 Webフォームによる調査（対象機関に電子メールで依頼送付）

主な
設問

※医療機関向け

【病床確保】
流行初期・初期以降の病床数見込み及び新型コロナでの実績値
【発熱外来】
流行初期・初期以降の患者数見込み及び新型コロナでの実績値
【自宅療養者対応】
流行初期以降の自宅療養者への医療提供可能数見込み及び新型コロナでの実績値・オンライン対応
【個人防護具備蓄】
マスク・ガウン・手袋等の備蓄状況

期間 ７月24日～８月７日

9



国指針に基づく、数値目標の考え方(医療提供体制)

10

※：感染症法に基づく協定により担保する数値目標
○：保健所設置市等が数値目標を定める事項（宿泊療養体制は任意）

項目 実施機関

医
療
提
供
体
制

(

※

)

新興感染症の入院医療
を担当する医療機関
(第一種協定指定医療機関)

新興感染症の自宅療養
者等に対する医療の提
供を担当する医療機関
(第二種協定指定医療機関)

国が想定する設定

流行初期 流行初期以降
厚労大臣の公表後１週間以内 厚労大臣の公表後３か月以内 厚労大臣の公表後６か月以内

新型コロナ発生約１年後(令和２年12月)
の新型コロナの体制

新型コロナ対応で確保した最大の体
制

発熱外来機関数
新興感染症の発熱外来
を担当する医療機関
(第二種協定指定医療機関)

新型コロナ発生約１年後(令和２年12月)
の新型コロナの体制

新型コロナ対応で確保した最大の体
制

病床数
（重症者病床、特別に配慮が必
要な患者用病床を含む）

新型コロナ対応で確保した最大の体
制

後方支援を行う医療機関
数

新興感染症の対応を行う
医療機関に代わって対応
を行う医療機関

新型コロナ対応で確保した最大の体
制

人材派遣の協定締結医
療機関

新型コロナ対応で確保した最大の体
制

自宅・宿泊施設・高齢者施
設における療養者等に医
療を提供する機関数
（病院・診療所、薬局、訪問看護
事業所）

他の医療機関に派遣可能
な医療人材数
（医師、看護師、ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ
等）

感染症指定医療機関による対応

公的医療機関等(特定機能病院・地域医療支援病院含む)を中心とした対応

全協定締結医療機関での対応

１週間 ３か月 ６か月



国指針に基づく、数値目標の考え方(検査体制・宿泊療養体制・その他)

11

宿
泊
療
養

体
制

(

※

)

そ
の

他

※：感染症法に基づく協定により担保する数値目標
○：保健所設置市等が数値目標を定める事項（宿泊療養体制は任意）

項目 実施機関
国が想定する設定

流行初期 流行初期以降
厚労大臣の公表後１か月以内 厚労大臣の公表後６か月以内

検
査
体
制

(

※

)
(

〇

)

検査実施能力、地方衛生研
究所等における検査機器の
確保数

地方衛生研究所等
協定締結医療機関（発熱外来）における１日
の対応可能人数以上
(新型コロナの発生時期をベースとしない)

過去最大の感染拡大時
(令和４年７月～８月)の体制を想定

医療機関
(検体採取・分析)

民間検査機関等
（保健所・医療機関からの分析委託)

宿泊施設における確保居室
数

民間事業者・行政機関
令和２年５月頃(立ち上げ当時)の体制を想
定

令和４年３月頃の確保居室数を想定

保
健
所

体
制
の

整
備

(

〇

)

最大業務量を見込んだ人員
確保数

保健所
想定される業務量に対応する人員確保数
(最も保健所業務がひっ迫した時期を想定)
※保健所ごとの内訳も記載

項目 実施機関
国が想定する内容

平時の対応

物
資
の

確
保

(

※

)
(

〇

)

個人防護具を十分に備蓄して
いる協定締結機関の数
(協定締結上は意項目)

協定締結医療機関 協定締結医療機関等のうち、８割以上の施設が、当該施設の使用量２か月分以上に当
たるPPEを備蓄協定締結検査機関

自治体が必要と判断した目標

人
材
の
養
成
・

資
質
の
向
上

(

〇

)

医療機関並びに保健所職員
や保健所以外の職員に対す
る研修実施回数
(保健所の感染症有事体制に構成さ
れる人員が対象)

協定締結医療機関

平時から年１回以上の研修実施
(保健所は、IHEAT研修の受講者数)

保健所

保健所以外の行政機関



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

フェーズ

数値目標

協定締結

議会

感染症対策協
議会（都道府県
連携協議会）

(参考)
第８次
保健医療計画
の想定スケ
ジュール

医療審議会①

内容確認・
考え方整理 骨子案検討 パブコメ 改定案策定

連携協①
(年間スケジュ
ール等の提示)

連携協②
(数値目標(案)/
骨子案の提示)

連携協④
(素案の提示)

連携協⑤
(改定案の提示)

９定
(骨子案)

12定

(素案)
２定
(改定案)

医療審議会②
内
容

確
認 骨子検討 素案検討 パブコメ 改定案

項目検討 数値目標設定

協定案策定 協定締結(令和６年３月完了目途)

連携協③
(記載事項
の整理)

素案検討

…順次協定締結

感染症予防計画の想定スケジュール

12



感染症予防計画の県市スケジュール一覧（現時点の想定）

13

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 4月 5月～

横浜市

川崎市

相模原市

横須賀市

藤沢市

茅ヶ崎市

神奈川県

議会
報告

議会
報告

議会
報告

パブコメ

感対
協

感対
協

感対
協

感対
協

感対
協

医療審
議会

医療審
議会調査

パブコメ

議会報告 議会報告議会報告
策定検討
部会(子会)

策定検討
部会(子会)

保健医療協議
会(親会)

策定検討
部会(子会)

健康危
機管理
保健所
協議会

議会
報告

パブコメ

健康危
機管理
保健所
協議会

議会
報告

パブコメ議会
報告

医療審
議会

医療審
議会

関係団体（医師会
等）への意見聴取

感染症対策委員会 開催時期、回数未定 議会
報告

市民アン
ケート パブコメ

議会
報告

庁議

策定部会
親会議

策定部会 策定部会 策定部会
策定部会
親会議

議会報告

パブコメ

政調 政調

議会報告



（参考）国指針と予防計画の関係①

厚生労働省の指針記載事項
設置市予防
計画の項目厚生労働省の基本指針の記載事項 現行の神奈川県予防計画の項目 国が示す留意点

一 感染症の予防の推進の基本的な
方向 （一部修正）

Ⅰ 感染症対策の推進の基本的な考え方

・予防計画に基づく取組状況の進捗確認を行う仕組みの構
築
・都道府県連携協議会の設置
・専門職を含む人材の確保、派遣、受入れに関する体制の
構築 等

二 感染症の発生の予防のための施
策に関する事項（一部修正）

Ⅱ 本編
第一 感染症の発生の予防に関する事項

・検疫所と管内医療機関の協定締結に関する協議
・関係機関及び関係団体との連携 等

〇

三 感染症のまん延の防止のための施
策に関する事項（一部修正） 第二 感染症のまん延防止に関する事項

・新興感染症の発生の状況等に関する情報の公表に関す
る市町村への協力要請
・協力を求めた市町村に対する患者数及び患者の居住地
域等の情報提供 等

〇

四 感染症及び病原体等に関する情
報の収集、調査及び研究に関する事
項（一部修正）

第四 感染症及び病原体等に関する調査及び
研究に関する事項

・国が整備する感染症発生動向調査の情報基盤の活用
・電磁的方法による発生届及び積極的疫学調査に関する
情報の報告等 等

△

14

〇：必須、△：任意



（参考）国指針と予防計画の関係②

15

厚生労働省の指針記載事項
設置市予防
計画の項目

厚生労働省の基本指針の記載事項 現行の神奈川県予防計画の項目 国が示す留意点

五 病原体等の検査の実施体制及び
検査能力の向上に関する事項（一部
修正）

第五 感染症の病原体等の検査の実
施体制及び検査能力の向上に関する
事項

・新興感染症の発生時を想定した検査体制のあり方
・地方衛生研究所の体制強化
・民間検査機関・医療機関との協定締結 等

〇

六 感染症に係る医療を提供する体
制の確保に関する事項（一部修正）

第三 感染症に係る医療を提供する体
制の確保に関する事項

・医療機関ごと(感染症指定医療機関、協定締結医療機関、
結核指定医療機関、その他医療機関)の役割分担
・医療機関との協定締結
・医療提供体制の確保に関する医療関係団体等との連携 等

七 感染症の患者の移送のための体
制の確保に関する事項（新設）

新設予定
・県及び保健所設置市の患者移送体制の確保
・消防機関との連携、民間事業者等への業務委託等
・消防機関に対する適切な情報提供 等

〇

八 感染症に係る医療のための医薬
品の研究開発の推進に関する事項
（一部修正）

※国のみの記載事項 ー



（参考）国指針と予防計画の関係③
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厚生労働省の指針記載事項
設置市予防
計画の項目

厚生労働省の基本指針の記載事項
現行の神奈川県
予防計画の項目

国が示す留意点

九 感染症に係る医療を提供する体制の確保その他感
染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するための
措置に必要なものとして厚生労働省令で定める体制の
確保に係る目標に関する事項（新設）

新設予定

・体制の確保に当たり対象とする感染症は、法に定める新興
感染症を基本とする
・計画の策定に当たっては、新型コロナウイルス感染症への対
応を念頭に取り組む 等

〇

１ 協定締結医療機関（入院）の確保病床数
（新設）

新設予定
・新型インフルエンザ等感染症若しくは指定感染症の患者又
は新感染症の所見がある者を入院させるための病床数

２ 協定締結医療機関（発熱外来）の機関数
（新設）

新設予定
・新型インフルエンザ等感染症若しくは指定感染症の疑似症
患者若しくは当該感染症にかかっていると疑うに足りる正当な
理由のある者等の診療を行う医療機関数

３ 協定締結医療機関（自宅療養者等への医療
の提供）の機関数（新設）

新設予定 ・宿泊施設や居宅へ医療を提供する医療機関等の数

４ 協定締結医療機関（後方支援）の機関数
（新設）

新設予定
・診療を行う医療機関等に代わって新興感染症の感染症患
者以外の患者に対し、医療を提供する医療機関数

５ 協定締結医療機関（人材派遣）の確保人数
（新設）

新設予定 ・人材派遣に協力する感染症担当者の確保数



（参考）国指針と予防計画の関係④

17

厚生労働省の指針記載事項
設置市予防
計画の項目厚生労働省の基本指針の記載事項

現行の神奈川県
予防計画の項目

国が示す留意点

九 感染症に係る医療を提供する体制の確保その他感
染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するための
措置に必要なものとして厚生労働省令で定める体制の
確保に係る目標に関する事項（新設）

（再掲） （再掲） 〇

６ 医療措置協定に基づき個人防護具の備蓄を
十分に行う医療機関の数（新設）

新設予定 ・個人防護具の備蓄を十分に行う医療機関の数

７ 検査の実施件数（実施能力）、検査設備の
整備数（新設）

新設予定
・新型インフルエンザ等感染症等の病原体の検査の実施能力
及び地方衛生研究所等における検査機器の数

〇

８ 協定締結宿泊施設の確保居室数（新設） 新設予定 ・宿泊施設の確保居室数 △

９ 医療従事者や保健所職員等の研修・訓練回
数（新設）

新設予定
・感染症医療担当従事者等及び保健所の職員その他感染症
の予防に関する人材の研修及び訓練の回数

〇

10 保健所の感染症対応業務を行う人員確保数、
即応可能なIHEAT要員の確保数（IHEAT研修
受講者数）（新設）

新設予定

・新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間における感
染症の予防に関する保健所の業務を行う人員及び地域保健
法第二十一条第一項に規定する者であって必要な研修を受け
たものの確保数

〇



（参考）国指針と予防計画の関係⑤
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厚生労働省の指針記載事項
設置市予防
計画の項目厚生労働省の基本指針の記載事項

現行の神奈川県
予防計画の項目

国が示す留意点

十 宿泊施設の確保に関する事項（新設） 新設予定
・宿泊施設の確保に関する事項の基本的な考え方
・保健所設置市が宿泊施設を確保する場合の役割分担
・宿泊施設の確保に関する方策 等

△

十一 新型インフルエンザ等感染症外出自粛対象者又
は新感染症外出自粛対象者の療養生活の環境整備
に関する事項（新設）

新設予定

・外出自粛対象者の療養生活の環境整備の基本的な考え方
・外出自粛対象者の療養生活の環境整備の方策
・外出自粛対象者の生活支援に係る市町村や民間事業者との連
携体制・役割分担 等

〇

十二 感染症の予防又はまん延防止のための総合調
整・指示の方針に関する事項（新設）

新設予定
・感染症の予防又はまん延防止のための総合調整・指示のあり方
等

十三 第五十三条の十六第一項に規定する感染症対
策物資等の確保に関する事項（新設）

新設予定 ・平時から感染症対策物資等が不足しないよう対策等の構築 等



（参考）国指針と予防計画の関係⑥
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厚生労働省の指針記載事項 設置市予防
計画の項目厚生労働省の基本指針の記載事項 現行の神奈川県予防計画の項目 国が示す留意点

十四 感染症に関する啓発及び知識の普及並
びに感染症の患者等の人権の尊重に関する事
項（一部修正）

第七 感染症に関する啓発及び知識の
普及並びに感染症患者等の人権の尊重
に関する事項

・感染症に関する啓発及び知識の普及並びに感染症
患者等の人権の尊重に関する方策 等

△

十五 感染症の予防に関する人材の養成及び
資質の向上に関する事項（一部修正）

第六 感染症の予防に関する人材の養
成に関する事項

・県、保健所設置市、医療機関等における感染症に
関する人材の養成、資質の向上 等

〇

十六 感染症の予防に関する保健所の体制の
確保に関する事項（新設）

新設予定

・感染症対応における保健所業務の役割の明確化と
関係機関との連携を含めた体制構築
・感染症危機発生時における保健所の人員体制、応
援派遣の受入れ体制 等

〇

十七 特定病原体等を適正に取り扱う体制の確
保に関する事項（一部修正）

※国のみの記載事項 ー

十八 緊急時における感染症の発生の予防及
びまん延の防止、病原体等の検査の実施並び
に医療の提供のための施策（国と地方公共団
体及び地方公共団体相互間の連絡体制の確
保を含む。）に関する事項（一部修正）

第八 緊急時における感染症の発生の
予防及びまん延の防止、並びに医療の提
供のための施策に関する事項

ー 〇

ー
第九 感染症対策における関係機関及
び関係団体との連携

ー

十九 その他感染症の予防の推進に関する重
要事項（一部修正）

第十 その他感染症の予防の推進に関
する重要事項

ー


